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岡山大学受託研究員規程 

 

                             平成１６年４月１日 

                             岡大規程第１０５号 

改正 平成１９年１１月２９日規程第７５号   

改正 令和 元年 ９月１９日規程第 100 号 

改正 令和 ５年 ２月２０日規程第１１号 

 

 （趣旨） 

第１条 この規程は，民間会社等の現職技術者及び研究者に岡山大学（以下「本学」とい

う。）における研究の機会を与え，その能力の一層の向上を図り，もって，我が国産業

の進展に資するため，本学における受託研究員の取扱いに関し，必要な事項を定めるも

のとする。 

 （定義） 

第２条 受託研究員とは，民間会社等の現職技術者及び研究者であって，本学において，

研究の指導を受ける者をいう。 

２ 本学は，受託研究員に対し，大学院で行う程度の研究の指導を行うものとする。  

３ 事業年度とは，４月１日に始まり，翌年３月３１日で終わる期間をいう。  

 （資格） 

第３条 受託研究員として受け入れることができる者は，学校教育法（昭和２２年法律第

２６号）第１０２条本文で定める大学院に入学することができる者又は学長がこれらに

準ずる学力があると認めた者とする。 

 （申請及び許可） 

第４条 民間会社等の長（以下「委託者」という。）が受託研究員を委託しようとすると

きは，所定の委託願書により関係部局の長を経て学長に願い出なければならない。  

２ 前項の願い出があったときは，関係部局の長は，その受入れに関する委員会等におい

て審査を行い，授業及び研究に支障のないものについて，学長に申し出るものとする。  

３ 学長は，前項の申出に基づき，受入れを許可するものとする。  

 （受入れ時期） 

第５条 受託研究員の受入れ時期は，学年の始めとする。ただし，特別の事情があるとき

は，この限りでない。 

 （研究期間） 

第６条 受託研究員の研究期間は，１年以内とし，その研究は受入れの許可された日の属

する事業年度内に行うものとする。ただし，研究の継続の必要があると認めるときは，

その期間を更新することができる。 

 （研究料等） 

第７条 委託者は，受託研究員の受入れが許可されたときは，別表の左欄の受託研究員の

種類及び中欄の研究期間に応じて，右欄の研究料を直ちに納入しなければならない。  

２ 研究料納入後の受託研究員の種類の変更は，認めない。 

３ 別表の中欄の研究期間の範囲内で，研究中止後研究を再開し，又は研究期間を延長す

ることとなる場合には，同一の受託研究員に係る研究料は，改めて納入する必要はない。 

４ 既に納入の研究料は，いかなる理由があっても返付しない。 

 （規程の遵守） 

第８条 受託研究員は，この規程に定めるもののほか，国立大学法人岡山大学及び本学の
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諸規則を守らなければならない。 

 

   附 則 

 この規程は，平成１６年４月１日から施行する。 

   附 則 

 この規程は，学校教育法等の一部を改正する法律（平成１９年法律第９６号）の施行の

日から施行する。 

   附 則 

１ この規程は，令和元年１０月１日から施行する。 

２ この規程の施行日において，受託研究員である者で施行日前から引き続き受け入れて

いる者については，令和元年度においては，なお従前の研究料とする。 

   附 則 

 この規程は，令和５年４月１日から施行する。 
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別表（第７条関係） 

 

受託研究員の種類 研究期間 研究料 

 

一般の受託研究員 

 

 

 

長期 

 

 

６か月を超え

て１年以内 

     円  
    

 551,240 

 

短期 ６か月以内       275,620 

農林水産省農林水産技術会議事務局所管

の独立行政法人（注参照）が定める「国

内留学制度」による受託研究員 

長期 

 

６か月を超え

て１年以内 

      
551,240

 

 

短期 ６か月以内       275,620 

農林水産省農林水産技術会議事務局所管の独立行政法

人が定める「流動研究員制度」による受託研究員 

３か月以内
 

 

     
 137,810

 

 

農林水産省「農業改良普及推進事業実施

要領（普及職員等資質向上緊急対策事

業）」による受託研究員 

 

 

改良普及員 ６か月以内       275,620 

専門技術員及

び農業者研修

教育施設等指

導教員 

 

３か月以内
 

 

 

  
      

137,810
 

 

 

 

（注１）農林水産省農林水産技術会議事務局所管の独立行政法人 

    農業・食品産業技術総合研究機構，農業生物資源研究所，国際農林水産業研究  

センター，森林総合研究所，水産総合研究センター 

 

（注２）研究料には，消費税相当額を含む。 

 


